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――路面電車の公共交通としての展望――





























雑､ 交通事故､ 交通公害という典型問題にとどまらず､ 中心市街地の衰退
や郊外スプロールなど､ 都市全体の荒廃を引き起こす状況にまで拡大して





































車の存在が目につく｡ 都市規模別で見ると､ 三大都市圏 (東京圏､ 名古屋
圏､ 大阪圏) の中心部 (三大都市圏のうち､ 東京都区部及び政令市) にお
ける鉄道またはバスの利用率､ いわゆる公共交通分担率が％であるの




(出典) 『国土交通白書』 (平成年度版) 頁｡
 宇都宮浄人 『路面電車ルネッサンス』､ 新潮新書､ 
頁｡




































レポート』 年月号､ . ､ 頁参照｡
 土居靖範 ｢路面電車復活の国際的動向と日本の課題―ひとと環境にやさしい	
の導入を日
本も急ごう―｣ 『立命館国際研究』 －､  ､ 頁｡











車に対する需要が増大してきた｡ そして､ 後述するように､ 車の保有台数
















 宇沢弘文 『自動車の社会的費用』 岩波新書､ 頁参照｡
 同上､ 	頁参照｡
 上岡直見 『クルマの不経済学』 北斗出版､ 
頁参照｡
ある｡ 内閣府の調査によると､ 交通事故によって生じる医療費､ 慰謝料､
逸失利益などの人身損失のほか､ 車両・構築物の修繕費などの物的損失､








数 (	年月から月) について調べてみると､ 救急車の出動回数は全体
で
	件､ そのうち急病：		件､ 一般負傷：件､ 交通事故：
件 (％､ 約割) となっている９｡ 交通事故が発生し､ 警察がその処理









近年の車利用の増加､ その結果としての車依存社会は､ 交通事故､ 交通








 内閣府 ｢交通事故による経済的損失に関する調査研究｣ (平成
年月) 頁参照｡
 那覇市消防本部への問い合わせ｡






けるのは､ 高齢者､ 子ども､ 障がい者である｡ 結局のところ公共交通を衰
退させ､ そのしわ寄せは高齢者などに及んでしまう｡ 高齢化社会における
生活の安定を考えれば､ 道路とマイカー利用によって国民の足を確保する
ことではなく､ どんなに年老いても安心して､ いつでも､ かつ安い費用で





























かわらず今､ ｢衣食住｣ は ｢衣食住・交通｣ として語られる傾向が強いと









(出典) 『国土交通白書』 (平成年度版) 頁｡
図表３ 自動車運転者 (第１当事者)の若者・高齢者別死亡事故発生件数の推移
























図表４ 高齢者 (60歳以上)の外出手段 (複数回答)













物ごとに比較すると､ 車は､ 鉄道の約倍､ 営業用バスの約倍の二酸
化炭素を発生する環境効率性の低い乗り物である｡ 今後､ 公共交通機関が
縮小され､ 車依存が高まることにより､ 環境負荷が増大することも危惧さ
















 『環境白書』 (平成年度版) 頁参照｡






制定された ｢国内交通基本法｣ で明確に謳われたもので､ ｢国民の誰もが
容易に低コストで快適に､ 同時に社会的コストを増幅させないで移動する

















ら歩行者､ 自転車､ 公共交通を重視し､ 人の交通権をうたい､ 万人以上






するのではないだろうか｡ ｢移動の自由｣ ということを考えることで､ 交





た｡ むしろ､ 多くの人々にとって､ 道路が次々と整備されていくことこそ
が､ 移動の自由を確保する最大の ｢交通権｣ に思われてきたのではないだ
ろうか｡ けれども､ やはりこれから年､ 	年先を考え､ 車の社会的コス
トの大きさを考えれば､ 欧米が危機的な状況の中で考えた ｢交通権｣､ あ
るいはもっと素朴に ｢移動の自由｣ (移動権) という考え方が重要になる	｡




 戸崎 肇 『交通論入門』 昭和堂､ 頁｡
 望月真一 ｢都市交通政策と街づくりの道具・路面電車 ストラスブールのトラムを事例とし




















している｡ この!つの条文から分かるように､ ｢交通の権利｣ は生存権の
一部であり､ 国民の ｢健康で文化的な最低限度の生活を営む権利｣ であり､
国はその保障を義務つげられている!!｡ このように､ 交通権は憲法!"条を
中心とし､ 幸福追求権や､ 職業・居住地選択の自由など､ さまざまな権利
を移動という観点から集約したものである｡ つまり ｢日本国民であるなら
ば､ その居住地の区別なしに職場､ 学校､ 病院､ 商店などへの移動の自由
を確保することは権利である｡ 封建時代ならいざ知らず､ 現代の生活にとっ
ては移動の自由＝ 『交通権』 は､ 『健康で文化的な最低限度の生活を営む』
ために欠かせないからである｡ そしてその権利を国は保障しなければなら
ない｡ よく人間の生活は 『衣・食・住』 といわれるが､ 現代にあっては正
しくは 『衣・食・住・交』 というべきであり､ しかも現代生活に占める重
要性からいえば交通の役割は相対的に高い｣!#ことを行政は認識すべきで




!! 比日野正巳 『交通権の思想』 講談社､ #!頁参照｡








する場合にも､ すぐに出てくることは ｢採算性はとれるか｣ という議論か
ら始まり､ それ以上前には進まなくなってしまう｡ 現在､ 国､ 地方とも厳
しい財政状況であり､ 採算性を考えることは大切ではあるが､ 公共交通の


















 ゆたかはじめ 『沖縄に電車が走る日』 ニライ社､ 	頁参照｡
 土居靖範 ｢路面電車復活の国際的動向と日本の課題～ひとと環境にやさしい
の導入を








































欧米では住民の ｢交通権｣ を保証するという観点から､ 公共交通の建設
や運営に対する高率の補助が常識となっていることを大いに参考にすべき

























 阿部宏史 ｢導入で都市をよみがえらせる｣ 『都市問題』 		年月号､ 頁､ 世紀都
市交通国民会議編 『路面電車の大逆襲』 水曜社､ 		頁参照｡




















り､ それによって公共交通を支えてきたともいえる｡ しかし､ わが国では
公共交通も独立採算制が原則であり､ これまで公共交通に税金を投入する
ことに住民の理解を得ることは難しかった｡ しかし､ 日本の方針も変わり




















②公共交通と価値財：今日､ 公共交通サービスは ｢ある種の価値財｣ の
範疇に入るサービスになってきている｡ したがって､ 公共交通サービスを
独立採算制の視点で考えるということは､ このサービスの需給関係を ｢市




 戸崎 肇 『現代と交通権』 学文社､ 頁参照｡
 市川・前掲書､ 頁参照｡
倫理観に基づいて積極的に市場経済原理に介入することを要求することに












































であると考えられている｡ つまり､ 自由な移動を確保することが､ 公的な

































る｡ 歴史的には､ 時期こそ違え､ わが国と同じように廃止の危機に晒され
た経緯があるものの､ 国､ 自治体による助成のあり方の点で欧米諸国とわ
が国は大きく違っている｡ すなわち､ わが国では､ 公共交通機関といえど
も､ 基本的には運賃収入の採算性重視・事業コストの受益者負担の考え方
を採っているが､ 欧米諸国では､ ｢公共交通機関は都市の装置のひとつ｣
と位置づけ､ 国､ 自治体が事業主体の財政を前向きに助成し､ 運営を支え
ている｡
ドイツのフライブルクでは､ 環境保護の視点から路面電車の利用を促進
するため､ 割引率の高い ｢環境定期券｣ なるものを発行し､ 他の多くの鉄




















































トレール株式会社) を設立し､ 公共 (富山市) との役割を明確にしている｡
全事業費は､ 路面電車化事業費約億円｡ 路面電車化事業費からの負担金
約億円と補助金約億円 (路面電車走行空間改築事業､ 	システム






















平成年度 平成年度 地方公共団体､ 民
間､ 第セクター
(一般会計)








































＊２ ただし	(低床式路面電車) 購入車輌費においては､ 	車輌価格と通常の路面電車の購入差額にを乗じた額
と基準補助額のいずれか少ない方































 富山市 ｢富山港線の事業概要｣ (平成年月) 	頁参照｡
 宇都宮・前掲書､ 	頁参照｡
 五十嵐敬喜・小川明雄 『道路をどうするか』 岩波新書､ 	頁参照｡
局､ 渋滞は解消しない場合が多いためである｡ このような交通は ｢誘発交




























 服部圭郎 『道路整備事業の大罪』 洋泉社､ ～頁参照｡



















今後､ 地方分権が進み､ 地方の役割が圧倒的に大きくなると､ 高齢社会
の到来､ 地球環境を考える必要性の中で､ 地方自治体は２の発生を抑
える環境負荷の小さいまちづくり､ 高齢者に優しいまちづくりを真剣に考


























































する考え方は､ 交通権の思想､ 独立採算制の考え方､ 行政の役割などの視
点からも諸外国と違っている､ あるいは遅れていると言うべきであるかも
しれない｡ 特に地方都市における公共交通の衰退､ 車への過度の依存は､
これからの都市の持続可能性の点からも憂慮すべきである｡ さらに､ 車社
会の問題点を克服するためにも公共交通の整備・充実は避けて通れないで
あろう｡ 今こそ､ 公共交通に対する行政の発想の転換が必要であることを
痛感させられたものである｡
(本研究は､ 沖縄国際大学特別研究費による研究成果である)
公共交通と行政の役割：照屋
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